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エネルギー需給の現状

地球温暖化防止へ向けた
JR東日本の取り組み
エネルギー利用の効率化、自然エネルギーの有効利用とともに、
交通体系の最適化（インターモーダル）を進めながら、CO2排出削減をはかります。

　JR東日本が使う電力は、自営の発電所と電力会社か

ら供給され、電車の走行や駅・オフィスの照明・空調に使

用しています。また軽油や灯油などを、ディーゼル車の

走行や駅・オフィスの空調に使用しています。輸送量は

年々増加していますが、消費エネルギーはほぼ同水準

で推移しています。

●CO2排出量の推移と対策

　2007年度のＪＲ東日本のＣＯ2排出量は212万トン

となり、2006年度とほぼ同水準となりました。

　2007年度は2006年度に比べ河川水量が少なく、

自営水力発電所の発電量が少なかったため、自営火力

発電所の稼働率を高くしたことから、自営火力発電所

におけるＣＯ2排出量が増えましたが、一方で電力会社

のＣＯ2排出係数が改善されたため、ＣＯ2排出量は結果

的に2006年度並になりました。

　今後も、消費エネルギーの約70％を占める列車運転

用エネルギーの削減を引き続き進めるほか、新しく削減

目標を設定した駅・オフィスの省エネルギー等各種ＣＯ2

排出量削減施策にも取り組んでいきます。

●列車運転用エネルギーの削減

　2007年度末までに、全車両の85％となる10,428

両を省エネルギー車両に切り替えました。

　また電車には、減速時の運動エネルギーを電気エネ

ルギーに換える「回生ブレーキ」や、効率的なモーター

制御を行う「VVVFインバータ」を搭載した新世代の省

エネルギー車両の導入を進めています。

　2007年度の単位輸送量あたりの消費エネルギー

は、省エネ法の改正にともない係数を見直して算出し

た結果、1990年度比で14％削減※1となりました。
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※1 算出方法の変更について
エネルギー使用量は、2005年度までは、日本経団連環境自主行動計画を参考に算
出していましたが、2006年度から、エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エ
ネ法）に基づく方法へ変更しました。従来の方法により算出すると、2007年度の運
転用消費エネルギーは、385億MJになり、単位輸送量あたりの消費エネルギーは
17.0MJ/車キロ（90年比17％削減）になります。

地球温暖化防止への取り組み

※1 62.4億kWh
他社に供給している電力を除くJR東日本消費電力は56億
kWhとなり、一般家庭149万世帯が1年間に消費する電力
に相当します。

※2 212万t-CO2
他会社への供給分を除きます。

※3 算出方法の変更について
電力および燃料の使用に伴うCO2排出量およびエネル
ギー使用量は、2005年度までは、日本経団連環境自主行
動計画を参考に算出していましたが、2006年度から、エネ
ルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）および地
球温暖化防止対策の推進に関する法律（温対法）に定める
方法へ変更しました。従来の排出係数に基づき計算すると
2007年度の排出量は、209万ｔ-CO2（90年比で24％削
減）になります。また、省エネ法の指定を受けた特定輸送事
業者としてのCO2排出量（オフィスや病院を除く鉄道事業
のみにより発生したCO2排出量）の2007年度報告値は
200万ｔ-CO2となります。
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■VVVFインバータ制御の仕組み

架線

架線

■回生ブレーキの仕組み

 ブレーキをかけながら発電します
省エネルギー車両はブレーキ時にモーター
を発電機に切り替え、発電した電力を架線
に戻して有効活用しています（従来車両は、
ブレーキによって発生したエネルギーを放
熱していました）。

加　速

ブレーキ（発電）　

架線

先行電車

モーター　　
電車は架線から電気を受け、
モーターを動かし走行します。

モーターが発電機に変わる
モーターを発電機として利用し、
生じた電力を架線に戻し、ほかの
列車の加速などに使用します。

今までの車両

VVVFインバータ車両

抵抗器モーター モーター

モーター モーター

効率的な運転が可能

無駄な熱が発生
列車を走行させる時、モーターが必要な電圧を
抵抗器によって制御していたため、無駄な熱エ
ネルギーが発生していました。

VVVFインバータ

VVVF（可変電圧･可変周波数）インバータは電
力を無駄なく制御することができるので、効率的
に列車を走行させることができます。

■運転用消費エネルギー・単位輸送量の推移
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E233系　2006年12月から
中央線に導入された最新車両

E2系　新幹線「あさま」や「は
やて」などで採用されている
VVVFインバータ車両

E231系　通勤・近郊での主
力として活躍するVVVFイン
バータ車両

地球温暖化防止への取り組み
■JR東日本エネルギーフローマップ
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●JR環境報告書2008_P24-25  2008.08.18 再々々入稿

’90基準値 ’03 ’04 ’05 　’06 ’07　’08目標値(年度）

在来線運転
30.0億kWh48%
（98万t-CO2）

新幹線運転
11.4億kWh18%
（43万t-CO2）
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14.6億kWh23%
（49万t-CO2）

他会社への供給
6.4億kWh10%
（22万t-CO2）

対目標
管理数値

省エネ法

■省エネルギー車両の推移
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エネルギー需給の現状

地球温暖化防止へ向けた
JR東日本の取り組み
エネルギー利用の効率化、自然エネルギーの有効利用とともに、
交通体系の最適化（インターモーダル）を進めながら、CO2排出削減をはかります。

　JR東日本が使う電力は、自営の発電所と電力会社か

ら供給され、電車の走行や駅・オフィスの照明・空調に使

用しています。また軽油や灯油などを、ディーゼル車の

走行や駅・オフィスの空調に使用しています。輸送量は

年々増加していますが、消費エネルギーはほぼ同水準

で推移しています。

●CO2排出量の推移と対策

　2007年度のＪＲ東日本のＣＯ2排出量は212万トン

となり、2006年度とほぼ同水準となりました。

　2007年度は2006年度に比べ河川水量が少なく、

自営水力発電所の発電量が少なかったため、自営火力

発電所の稼働率を高くしたことから、自営火力発電所

におけるＣＯ2排出量が増えましたが、一方で電力会社

のＣＯ2排出係数が改善されたため、ＣＯ2排出量は結果

的に2006年度並になりました。

　今後も、消費エネルギーの約70％を占める列車運転

用エネルギーの削減を引き続き進めるほか、新しく削減

目標を設定した駅・オフィスの省エネルギー等各種ＣＯ2

排出量削減施策にも取り組んでいきます。

●列車運転用エネルギーの削減

　2007年度末までに、全車両の85％となる10,428

両を省エネルギー車両に切り替えました。

　また電車には、減速時の運動エネルギーを電気エネ

ルギーに換える「回生ブレーキ」や、効率的なモーター

制御を行う「VVVFインバータ」を搭載した新世代の省

エネルギー車両の導入を進めています。

　2007年度の単位輸送量あたりの消費エネルギー

は、省エネ法の改正にともない係数を見直して算出し

た結果、1990年度比で14％削減※1となりました。
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※1 算出方法の変更について
エネルギー使用量は、2005年度までは、日本経団連環境自主行動計画を参考に算
出していましたが、2006年度から、エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エ
ネ法）に基づく方法へ変更しました。従来の方法により算出すると、2007年度の運
転用消費エネルギーは、385億MJになり、単位輸送量あたりの消費エネルギーは
17.0MJ/車キロ（90年比17％削減）になります。

地球温暖化防止への取り組み

※1 62.4億kWh
他社に供給している電力を除くJR東日本消費電力は56億
kWhとなり、一般家庭149万世帯が1年間に消費する電力
に相当します。

※2 212万t-CO2
他会社への供給分を除きます。

※3 算出方法の変更について
電力および燃料の使用に伴うCO2排出量およびエネル
ギー使用量は、2005年度までは、日本経団連環境自主行
動計画を参考に算出していましたが、2006年度から、エネ
ルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）および地
球温暖化防止対策の推進に関する法律（温対法）に定める
方法へ変更しました。従来の排出係数に基づき計算すると
2007年度の排出量は、209万ｔ-CO2（90年比で24％削
減）になります。また、省エネ法の指定を受けた特定輸送事
業者としてのCO2排出量（オフィスや病院を除く鉄道事業
のみにより発生したCO2排出量）の2007年度報告値は
200万ｔ-CO2となります。
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■VVVFインバータ制御の仕組み
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■回生ブレーキの仕組み

 ブレーキをかけながら発電します
省エネルギー車両はブレーキ時にモーター
を発電機に切り替え、発電した電力を架線
に戻して有効活用しています（従来車両は、
ブレーキによって発生したエネルギーを放
熱していました）。
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先行電車

モーター　　
電車は架線から電気を受け、
モーターを動かし走行します。

モーターが発電機に変わる
モーターを発電機として利用し、
生じた電力を架線に戻し、ほかの
列車の加速などに使用します。

今までの車両
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抵抗器モーター モーター

モーター モーター

効率的な運転が可能

無駄な熱が発生
列車を走行させる時、モーターが必要な電圧を
抵抗器によって制御していたため、無駄な熱エ
ネルギーが発生していました。

VVVFインバータ

VVVF（可変電圧･可変周波数）インバータは電
力を無駄なく制御することができるので、効率的
に列車を走行させることができます。
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発電・供給効率を高めてCO2削減 　保有する駅ビルやオフィスビルの屋上緑化を2004

年度から推進しています。2008年3月時点で20件、

面積は約6,900m2（国立競技場の芝生面積の9割相

当）となり、ヒートアイランド現象の軽減効果のほか、緑

化によるCO2の吸収、ビルの空調エネルギー抑制（植

物が太陽光の熱を遮断）をはかっています。

　鉄道はエネルギー効率が高く、環境負荷の小さい移

動手段です。しかし鉄道だけではお客さまの移動ニー

ズを満たすことはできません。そこで鉄道と他の輸送

機関を組み合わせるインターモーダル※1を進め、交通

体系全体でのCO2削減に取り組んでいます。

　JR東日本では、目的地へスムーズに行ける新路線の

開発、他社との相互乗り入れ、一枚のSuicaでシームレ

スに乗り継げるエリアの拡大、駅や車両のバリアフリー

化など、鉄道の利便性・快適性を高めることでインター

モーダルを進めています。

●パーク＆ライド

　最寄り駅までは車、その先は鉄道で移動する「パーク

&ライド」を推進するために、駅前駐車場の拡充整備を

行っています。2008年3月末時点で123駅に1.1万

台分の駐車場※2を整備しています。

●レール＆レンタカー

　鉄道と車を組み合わせた旅の提案として、レンタカー

料金を割安にした「トレン太くん」を1995年より発売

しています。軽自動車などの新しいクラス設定、料金設

定、カーナビの標準装備化などとあわせてインターモ－

ダルを推進しています。

●旅行商品の開発

　地域と協力した観光タクシープランの充実や、鉄道旅

行の楽しさと旅先での機動性を連携させたレンタカー

プランの提供など、各地の豊かな自然や観光資源を

活かした、環境負荷の小さい鉄道利用の旅を提案し

ています。

　列車の安定運行に欠かせない電力。

　JR東日本では、電力供給におけるCO2排出量の削

減に向け、自営発電所の設備を更新するなど、発電の高

効率化や自然エネルギーの活用を進めています。

　また、自営の火力発電・水力発電の電力バランスを、需

要の変化に応じて調整。効率的な発電となるよう、監視・制

御する「中央給電指令」によってコントロールしています。

　自営の火力発電所（神奈川県川崎市）は総出力65.5

万kＷ。４つの発電設備のうち３つは順次効率のよい

「複合サイクル発電設備」※1に更新しました。また

2006年6月には、3号機の燃料を灯油から天然ガスに

転換しました。こうした取り組みの結果、火力発電所の

単位発電量あたりのCO2排出量は

1990年度比で37％削減 ※2するこ

とができました。今後は、さらなる

CO2排出量の削減をめざし、残りの

１つを2013年に「複合サイクル発

電設備」に更新する計画です。

　CO2などの温室効果ガスや窒素酸化物などの排気ガ

スを排出しないクリーンなエネルギーとして、自営の水力

発電所（新潟県十日町市・小千谷市）を3箇所保有し、それ

ぞれ1939年、51年、90年に発電

を開始しました。総出力44.9万ｋW、

年間14億～18億ｋWhの発電を行

っており、年間43～55万ｔのCO2

排出量の削減に寄与しています。

　自然エネルギーも活用しています。東京駅や高崎駅、

総合研修センター、研究開発センターに太陽光発電パ

ネルを設置し、高崎駅では2004年3月に発電パネル

を2倍に増やしました。

　さらに東京駅東海道線ホーム（9・

10番線）に太陽光発電パネルを設

置し、2010年度の使用開始をめざ

します。

　大規模駅で最もエネルギーを消費している空調設備

の改修に合わせてエネルギー削減の取り組みを行って

います。上野駅および東京駅の京葉地下において特定

フロンの廃止を目的とした設備の更新工事に合わせ

て、冷凍機（冷房装置）の能力見直しやインバータ制御

の導入を行いました。また、IPネットワークを用いた運

転監視およびBEMS（Building Energy Management 

System）によるエネルギー診断によって最適な運転制

御を行うことにより省エネルギー化をはかっています。

　これにより、上野駅では冷凍機の消費エネルギーが

40％も削減されました。また、東京駅の工事も2008

年度初旬に完了し、特定フロンを使用した冷凍機は全

廃されました。

※1 インターモーダル
さまざまな手段を乗り継いで、ある一点から目的地へ連続的に移動できる交通シス
テムを指します。

※2 123駅に1.1万台分の駐車場
当社が直接整備したもの、グループ会社が運営しているもの、自治体との連携で運
営している駐車場をまとめたものです。

※1 複合サイクル発電設備
燃焼ガスでタービンを回転させる「ガスタービン設備」と、排熱でつくった蒸気で
タービンを回転させる「蒸気タービン設備」を組み合わせた発電設備。

※2 算出方法の変更について
自営火力発電所のCO2排出量は、2005年度までは、日本経団連環境自主行動計画を
参考に算出していましたが、2006年度から、地球温暖化防止対策の推進に関する法律
（温対法）に定める方法へ変更しました。従来の算出方法によると、2007年度の単位発
電量あたりのCO2排出量は、433g-CO2/kWh、90年比40％削減となります。

■インターモーダルのイメージ

■乗り物から出るCO2の量

自動車 172

 飛行機 111

バス 51

鉄道 18

JR東日本 12

　（ひとりを1km運ぶ時のg-CO2〈2006年度〉）
出典：国土交通省ホームページ

（注）JR東日本の実績も2006年度実績に基づいています。
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（注）自転車は、袋に入れた
　　折りたたみ自転車であれば
　　無料で車内に持ち込めます。

これからは 目的地自宅

常磐線友部～いわき間の10駅では一定以上の特
急利用の場合、駐車料金無料サービスなどを実施
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電力供給の最適化 ＣＯ２を排出しない自営水力発電所

自然エネルギーの活用自営火力発電所の高効率化
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